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これまでにプロジェクトに参加した B 型事業所は 20 施設、協力したパティシエほか








































































































































（1） 2017 年 6 月 1 日現在における民間企業の実雇用率は 1.97％。厚労省 HP、https://www.
mhlw.go.jp/stf/houdou/0000187661.html（最終アクセス日 2018 年 8 月 31 日）
（2） B 型事業所の利用者の多くは、労基法 9 条の労働者ではないとされている。
（3） 中尾氏執筆文献（参考文献参照）のうち、主に第 8 章を参考にした。
（4） ここでは多様な利害関係者として、B 型事業所、パティシエ、デザイナー、デパート、消
費者などを意味する。
（5） 2014 年 12 月末～2015 年 1 月上旬に中尾氏が実施した調査結果による。
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